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1―保険業績［全社］

　2013年度の生命保険会社43社の保険

業績を概観する。43社合計では、新契約

高は▲6.4%減少、保有契約高は▲1.4%

減少となった。これらを、伝統的生保（13

社）、外資系生保（16社）、損保系生保（7

社）、異業種系生保等（6社）、かんぽ生命

に、さらに分類してみる［図表1］。

　「伝統的生保」（以下、大手中堅9社

数値で表示）の新契約高は▲7.1%の減

少（前年度は2.8%の増加）と、マイナス

に転じた。2013年4月の標準利率引き下

げを契機とした保険料の値上げにより、

2013年度は、貯蓄性商品の優位性が失

われ、販売の減少や一時販売停止につな

がった面が大きい。保有契約高は▲3.3%

（前年度は▲3.5%）と引き続き減少した。

　「外資系生保」は、新契約増加率が▲

8.1%と前年の20.1%から一気に減少に

転じた。こちらは、個人年金は増加したも

のの、個人保険分野で大きく落ち込んだ。

保有契約は、引き続き3.7%と（前年度は

7.1%）引き続き増加した。

　「損保系生保」は、新契約が▲11.0%

減少、保有契約は5.8%増加となっている。

　「異業種系生保等」は新契約が▲6.1%

減少、保有契約5.1%増加となっている。

　次に、新契約年換算保険料の状況を見た

ものが図表2である。42社（かんぽ生命を

除く）合計で、個人保険は対前年▲4.8%

と減少に転じた。（前年度は3.4%増加）

　また、個人年金は▲1.4%の減少となっ

た。伝統的生保では年金は減少している

一方で、外資系・損保系では増加してい

る。損保系では、医療保険が好調だったた

め、年換算保険料ベースでは増加している。

なお、外資系・損保系の会社は外貨建年

金を取り扱う会社も多く、円安により金額

が増加する要素もある。

　第三分野については、外資系を中心と

して、ほぼ全般的に、引き続き進展してお

り、15.3%の増加となった。

2―大手中堅9社の収支状況

1｜増加した基礎利益

　2013年度の資産運用環境は図表3の通

りであり、2012年度に引き続き株高・円

安と、生命保険会社の資産運用にとって

は、追い風であった。図表4に有価証券含

み益を示したが、大手中堅9社で1.1兆円

増加した。内訳は、国内株式で1.6兆円お

よび外国証券で0.5兆円増加する一方で、

国内債券については、金利が若干上昇し

たために、▲1.1兆円減少した。

 　そうした中、2013年度の基礎利益は

21,993億円、対前年度10.5%の増益と

なった［図表1］。2013年度の大きな特徴

は、9社合計では逆ざやが解消し、利差益

となったことであろう。　 

　3利源とも数値を公表している7社の数

値を見たものが図表5である。危険差益は
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［図表1］主要業績　資料 ： 各社公表資料からニッセイ基礎研究所作成

大手中堅9社

伝統的生保［13社］ 
外資系生保［16社］ 
損保系生保［7社］ 
異業種系生保等［6社］ 
小計［42社］ 

かんぽ生命 
生保計［43社］

シェア
48.2%

50.7%
26.2%
14.5%

8.6%
100.0%

（10.5%）
-

増加率
  ▲7.1%

  
▲5.2%

  ▲8.1%
  ▲11.0%

  ▲6.1%
  ▲6.9%

  
▲0.9%

  ▲6.4%

新契約高［個人保険・個人年金］

［兆円］
32.7

34.3
17.8

9.8
5.8

67.8

7.1
74.8

シェア
69.6%

70.4%
16.2%
8.0%
5.4%

100.0%

（11.0%）
-

増加率
    ▲3.3%

  
▲3.2%

3.7%
5.8%
5.1%

  ▲1.0%
  

▲5.0%
  ▲1.4%

保有契約高［個人保険・個人年金］

［兆円］
643.4

651.0
149.7

74.0
49.4

924.1

101.8
1,025.9

シェア
56.0%

61.5%
26.7%

8.0%
3.9%

100.0%

（19.8%）
-

増加率
    ▲9.5%

  
▲5.8%

  ▲12.3%
24.9%

4.9%
  ▲5.4%

  
▲8.8%

  ▲6.0%

保険料等収入

［兆円］
16.74

18.37
7.97
2.39
1.15

29.87

5.91
35.78

シェア
69.5%

71.9%
19.1%

6.2%
2.8%

100.0%

（33.1%）
-

増加率
  2.6%

3.1%
3.7%
5.2%

11.2%
3.5%

  
▲3.7%
1.6%

総資産

［兆円］
183.0

189.6
50.3
16.3

7.4
263.5

87.1
350.6

シェア
71.8%

73.6%
21.2%

3.7%
1.5%

100.0%

（15.7%）
-

増加率
  10.5%

9.8%
30.9%
53.5%

  ▲30.4%
13.9%

  
▲15.4%

8.7%

基礎利益

［億円］
21,993

22,543
6,493
1,123

473
30,631

4,821
35,452

［図表2］新契約年換算保険料 ［単位 ： 億円］

大手中堅9社

伝統的生保13社 
外資系生保16社 
損保系生保7社 
異業種系生保等6社 
生保42社合計 

対前年増加率 
大手中堅

伝統的生保 
外資系生保 
損保系生保 
異業種系生保等 
42社合計 
 
かんぽ生命 
増加率
 

個人
保険

7,021

7,791
5,373
2,005

965
16,135

  
▲8.2%

  
▲2.6%

  ▲12.2%
10.0%

  ▲3.7%
  ▲4.8%

4,391
1.7%

個人
年金

2,014

2,711
1,697
1,425

27
5,860

  
▲25.3%

  
▲18.8%

11.2%
34.9%
24.2%

  ▲1.4%

1,799
-19.3%

合計

9,041

10,508
7,070
3,432

993
22,002

  
▲12.6%

 
 ▲7.4%

  ▲7.5%
19.2%

  ▲3.1%
  ▲3.9%

6,190
-5.4%

うち第
三分野

2,012

2,052
2,481

511
362

5,405

5.9%

5.4%
28.9%
15.0%

  ▲2.4%
15.3%

492
20.3%



前年度に引き続き、▲5.2%の減少と、保

有契約の減少による影響が現れたものと

考えられる。一方で危険差益のうち保有

契約高に表れない第三分野商品の利益は

増加基調にあると推測される。一方、費差

益については、5.4%の増加となった。事

業費そのものは大きく減少しているので、

各社とも、保有契約の減少という厳しい

認識を持ったうえで、経費節減に努めてい

るものと思われる。

2｜解消した逆ざや

　逆ざやについては、責任準備金に対す

る率が、前年度の▲0.12%から＋0.12%

に転じ、さしあたって逆ざやは解消した

［図表6］。

　「平均予定利率」は、毎年0.1%程度の

緩やかな低下を続けており、今後しばらく

この傾向は続くだろう。

　一方、「基礎利回り」は、0.15ポイント

上昇した。利息配当金収入が各社とも増

加しているが、株式配当金の増加や外国

証券の利息や配当金が円安のおかげで円

ベースでも順調に収入されたことによる

ものであろう。

3｜増加した当期利益は、

    内部留保の充実・配当還元へ

　当期利益も基礎利益同様、大幅に増加

した［図表7］。

　キャピタル損益（②＋③）は、大きく増

加し、基礎利益とキャピタル損益の合計

額は24,480億円と対前年度＋6,731億

円の増益となった。また、「⑧その他」は

ほとんどが、追加責任準備金（逆ざや対

策で、予定利率よりも低い評価利率で高

めの責任準備金を積んだ追加額）の繰入

額である。

　危険準備金、価格変動準備金、ならびに

追加責任準備金を積み立てる前の状態は

20,846億円（Ａ'）である。

　利益の使途であるが、危険準備金、価格

変動準備金ともほぼ9社全社が残高を増加

させている。（内部留保の増加（B））、さら

にこれに追加的責任準備金繰入を加算した

実質的な内部留保の増加額（B'）も14,333

億円と、前年に比べさらに増加した。

　一方、配当であるが、増配したのが大手

中堅9社中4社、将来の配当財源を今回確

保した会社も2社あったため、6,513億円

が還元されることとなった。今年度は、内

部留保の充実に重点がおかれているもの

の、利益が比較的潤沢であることから、内

部留保を充実させる一方で、配当還元額も

増加しており、良好な運用環境を背景に、

契約者の期待に応える努力も感じられる。

4｜上昇したソルベンシー・マージン比率

　ソルベンシー・マージン比率（9社合

計ベース）をみたものが図表8である。9

社合計で算出した当該比率は前年度の

767.3%から833.6%へと上昇した。こ

れは、その他有価証券に分類される株式

の含み益の増加が大きな要因である。

　また、オンバランス自己資本（貸借対照

表の資本、危険準備金、価格変動準備金

など）を積み増すことができたことも大き

な要因である。

 　以上、2013年度の生保決算を概観し

たが、今後とも、生保を取り巻く環境の変

化と、基礎利益の動向や配当還元の状況

につき注目していく必要があるだろう。

05NLI Research Institute REPORT September 2014｜
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注2 ： かんぽ生命の保有契約高等には郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの受再分（旧契約分）を含む。ただし、受再分の個人年金は年金年額で計算（受再以外分および生保は年金原資）。また、かんぽ生命の
シェア欄は42社小計に対する比率である。

［図表1］主要業績　資料 ： 各社公表資料からニッセイ基礎研究所作成
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［図表3］運用環境 ［円、ポイント、%］

日経平均株価
TOPIX
10年国債利回り
為替　対米ドル
　　　対ユーロ
 

2011
3月末

9,755 
869 

1.250 
83.15 

117.57 

2012
3月末

10,083 
854 

0.985 
82.19 

109.80 

2013
3月末

12,397 
1,034 
0.560 
94.05 

120.73 

2014
3月末

14,827 
1,202 
0.640 

102.92 
141.65 

［図表4］有価証券含み益 ［大手中堅9社｜単位 ： 兆円］

国内債券
国内株式
外国証券
その他とも合計
 

2011
3月末

1.9
2.4

▲0.3
4.0 

2012
3月末

3.9
2.1
0.8
6.9

2013
3月末

7.7
4.5
2.8

15.2

2014
3月末

6.6
6.1
3.3

16.4

増減

▲1.1
1.6
0.5
1.1

［図表5］3利源の状況 ［開示7社計｜単位 ： 億円］

基礎利益 

利差益［逆ざや］
危険差益
費差益
 

2011
年度

16,773
  

▲2,542
17,090

2,193

2012
年度

18,386
  

▲1,713
16,677

2,269

2013
年度

20,160

1,379
15,802

2,392

増加率

9.6%

-
  ▲5.2%

5.4% 

注 : 危険差益は変額年金最低保証に係る損益を控除した
ベースを記載したので、合計は基礎利益に一致しない。

年度

［図表6］ 利差益（逆ざや）の推移
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［図表7］当期剰余とその使途 ［単位 ： 億円］   　

*危険準備金及び価格変動準備金の繰入（または戻入）前の数値である。

❶ 基礎利益
❷ キャピタル収益
❸ キャピタル費用
基礎利益＋キャピタル損益
  
❹ 不動産処分損益
❺ 不良債権償却
❻ 法人税および住民税
❼ 税効果調整額
❽ その他
Ａ 当期利益*
 ①から⑧合計

a うち、追加責任準備金繰入額 
A' aを除いた場合の当期利益 
  
 危険準備金の増加
 価格変動準備金の増加
 資本の増加
B 内部留保の増加
 （▲は取り崩し）  

B' 広義の内部留保の増減
 （B+a）

 B'/A'
  
C 契約者配当準備金繰入  
 C/A'

19,905
8,151

  ▲10,304
17,752

  ▲894
  ▲2

  ▲3,297
1,489

  ▲2,768
12,284

2,738
15,022

697
2,889
3,300
6,886

9,623

64%

5,398
36%

21,993
9,557

  ▲7,068
24,483

  ▲1,213
26

  ▲5,102
2,333

  ▲1,660
18,815

2,032
20,846

4,311
3,957
4,033

12,302

14,333

69%

6,513
31%

増加額2013
年度

2012
年度

2,089
1,406
3,236
6,731

▲318
28

▲1,805
844

1,108
6,531

▲706
5,825

3,614
1,069

733
5,416

4,710

0

1,115
-

［図表8］ソルベンシーマージン比率

❶ ソルベンシー・
 マージン
 オンバランス自己資本
 その他有価証券評価差額
 土地の含み損益
 負債性資本調達
 解約返戻金相当額超過額等
❷ リスク総額

実額
［兆円］

23.5

9.0 
8.2 
0.1 
1.3 
5.0 
6.1 

対
リスク額

767.3%

294%
267%

2%
42%

162%

実額
［兆円］

26.6

10.2 
9.8 
0.2 
1.4 
5.1 
6.4 

2012年度
対
リスク額

833.6%

320%
306%

5%
44%

160%

2013年度

注 : ソルベンシー・マージン比率 
　　＝ソルベンシー・マージン／（リスク総額／2）


